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「
鏡
石
町
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
」に
基

づ
き
、
平
成
22
年
度
の
人
事
行
政
の
運
営
な
ど
の
状
況
を
公
表
し
ま

す
。
こ
の
内
容
は
、
11
月
の
町
財
政
公
表
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

そ
の
一
部
を
要
約
し
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
今
回
の
公
表
は
、
地
方
公

務
員
法
第
58
条
の
２
の
規
定
に
よ
り
、
人
事
行
政
運
営
に
お
け
る
公
平

性
、
透
明
性
を
高
め
る
こ
と
を
目
的
に
行
わ
れ
る
も
の
で
、
町
職
員
の

任
免
や
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
な
ど
の
情
報
を
正
し
く
知
っ
て

い
た
だ
く
た
め
に
公
表
す
る
も
の
で
す
。

「
分
限
処
分
」と
は

　

職
員
の
身
分
保
障
を
前
提
と
し

つ
つ
、
職
員
が
そ
の
職
責
を
十
分

に
果
た
す
こ
と
が
で
き
な
い
場
合

に
、
職
員
の
意
に
反
す
る
不
利
益

な
身
分
上
の
変
動
を
も
た
ら
す
処

分
を
い
う
も
の
で
す
。

「
懲
戒
処
分
」と
は

　

職
員
の
一
定
の
義
務
違
反
に
対

す
る
道
義
的
責
任
を
問
う
こ
と
に

よ
り
、
公
務
に
お
け
る
規
律
と
秩

序
を
維
持
す
る
こ
と
を
目
的
と
す

る
処
分
を
い
う
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
公
平
委
員
会
の
状
況
に

つ
い
て
は
、
地
方
公
務
員
法
第
７

条
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
設
置
さ

れ
て
お
り
、
そ
の
権
限
は
同
法
第

　

次
に
、
②
職
員
の
給
与
、
③
勤

務
時
間
そ
の
他
勤
務
条
件
の
状
況

に
つ
い
て
は
、
表
３
の
と
お
り
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

人
件
費
の
状
況（
普
通
会
計
）で

は
、
全
体
で
７
億
７
千
３
９
５
万

円
、
歳
出
総
額
に
占
め
る
人
件
費

率
は
、
16
・
9
％
と
な
り
、
前
年

比
１
・
１
％
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
④
職
員
の
分
限
及
び
懲

戒
処
分
の
状
況
に
つ
い
て
は
、
そ

の
実
績
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

な
お
、
用
語
の
定
義
は
次
の
と

お
り
で
す
。

８
条
第
２
項
に
お
い
て
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
本
町
で
は
、
同
法
第

７
条
第
４
項
で
事
務
を
委
任
し
て

お
り
、昨
年
度
に
お
い
て
、「
勤
務

条
件
に
関
す
る
措
置
要
求
」、「
不

利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
立
の

状
況
」は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

次
に
、
⑤
職
員
の
服
務
の
状
況

に
つ
い
て
は
、
公
務
員
は「
全
体

の
奉
仕
者
」と
し
て
公
共
の
利
益

の
た
め
に
勤
務
し
、
職
務
遂
行
に

あ
た
っ
て
は
、
全
力
で
奉
仕
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

こ
の
服
務
の
基
本
原
則
を
忠
実

に
実
行
す
る
た
め
、「
信
用
失
墜

行
為
の
禁
止
」、「
政
治
行
為
等
の

禁
止
」、「
秘
密
を
守
る
義
務
」、

「
政
治
的
行
為
の
制
限
」、「
争
議

行
為
等
の
禁
止
」な
ど
様
々
な
義

務
が
課
せ
ら
れ
て
お
り
、
昨
年
度

に
お
い
て
、
服
務
義
務
違
反
に
よ

り
処
分
さ
れ
た
事
件
は
あ
り
ま
せ

ん
で
し
た
。

　

次
に
、
⑥
職
員
の
研
修
及
び
勤

務
成
績
の
評
定
の
状
況
で
は
、
職

員
研
修
は
、
主
に
ふ
く
し
ま
自
治

研
修
セ
ン
タ
ー
で
行
わ
れ
る
各
種

研
修
に
昨
年
度
は
18
名
を
派
遣
し

ま
し
た
。
ま
た
、
昨
年
度
は
市
町

村
職
員
中
央
研
修
へ
も
２
名
を
派

遣
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
勤
務
成
績
の
評
定
に
つ

い
て
は
、職
員
の
意
欲
、能
力
、
実

績
が
適
切
に
評
価
さ
れ
る
人
事
管

理
と
す
る
た
め
、
人
材
育
成
基
本

方
針
に
基
づ
き
行
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
⑦
職
員
の
福
利
及
び
利

益
の
保
護
の
状
況
に
つ
い
て
は
、

職
員
の
定
期
健
康
診
査
を
全
職
員

対
象
に
実
施
し
、
病
気
の
早
期
発

見
・
早
期
治
療
に
努
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
災
害
補
償
に
つ
い
て
は
、

１
名
の
実
績
が
あ
り
ま
し
た
。

員
の
服
務
の
状
況　

⑥
職
員
の
研

修
及
び
勤
務
成
績
の
評
定
の
状
況

⑦
職
員
の
福
利
及
び
利
益
の
保
護

の
状
況　

⑧
そ
の
他
の
状
況

　

ま
ず
、
①
職
員
の
任
免
・
職
員

数
に
関
す
る
状
況
に
つ
い
て
は
、

表
１
の
と
お
り
で
、
職
員
総
数
は

平
成
23
年
４
月
１
日
現
在
で
１
０

０
人（
教
育
長
含
む
）と
な
っ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
任
免
の
状
況
は
、

表
２
の
と
お
り
で
、
前
年
比
２
人

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

鏡
石
町
人
事
行
政
の
運
営
等
の

状
況
に
関
す
る
条
例
の
第
３
条
で

は
、
次
の
８
項
目
の
報
告
事
項
を

定
め
て
い
ま
す
。

①
職
員
の
任
免
・
職
員
数　

②
職

員
の
給
与　

③
勤
務
時
間
そ
の
他

勤
務
条
件
の
状
況　

④
職
員
の
分

限
及
び
懲
戒
処
分
の
状
況　

⑤
職

鏡
石
町
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
を
公
表
し
ま
す

人
件
費
率
は
16
・
９
％

服
務
の
状
況
に
つ
い
て

職
員
研
修
・
勤
務
評
定

福
利
厚
生
事
業
に
つ
い
て

区　分 平均年齢 平均給与月額
一般行政職 41.9歳 406,878円
技能労務職 52.0歳 322,457円

教育職（幼稚園） 39.8歳 326,692円

 表３－３　職員の平均給与月額

区　　分 初任給

一般行政職 大学卒 175,100円
高校卒 142,500円

技能労務職 高校卒 137,200円

 表３－４　初任給の状況

区　　分 給料月額等

給
料

町　長 517,200円
副町長 591,300円
教育長 471,200円

報
酬

議　長 148,050円
副議長 121,950円
議　員 112,950円

期
末
手
当

町　長
副町長
教育長

（22年度支給割合）2.90月分

議　長
副議長
議　員

（22年度支給割合）2.90月分

退
職
手
当

町　長
副町長
教育長

（算定方式・支給時期）
517,200×在職月数×0.48（任期ごと）
591,300×在職月数×0.29（任期ごと）
471,200×在職月数×0.20（任期ごと）

 特別職の報酬月額 （平成23年４月１日現在）

（平成23年４月１日現在）

職員数
Ａ

給　　与　　費 一人当
たり給
与費

Ｂ／Ａ
給　料 職員手

当
期末・
勤勉手

当
計 　Ｂ

人
90

千円
350,329

千円
53,295

千円
124,826

千円
528,450

千円
5,872

（注） １　職員手当には、退職手当を含まない。
 ２　給与費は、当初予算に計上された額である。

 表３－２　職員給与費の状況（一般会計予算）

住民基本台帳
人口

（22年度末）

歳出額
Ａ

人件費
Ｂ

人件費率
Ｂ／Ａ

人
13,029

千円
4,578,821

千円
773,950

％
16.9

 表３－１　人件費の状況

〔採用者数〕
区　分 大学卒 短大卒 高校卒 計

一般行政職 2人 0人 0人 2人
技能労務職 0人 0人 0人 0人

計 2人 0人 0人 2人
〔退職者数〕

区　分 定年退職 勧奨退職 普通退職 計
一般行政職 0人 0人 0人 0人
技能労務職 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人 0人

表２　職員の採用・退職状況

区分
部門

職　員　数 対前年
平成23年 平成22年 増減数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 2 2
総　務 19 18 1
税　務 7 6 1
農　水 7 7
商　工 1 1
土　木 9 9
民　生 16 16
衛　生 8 8

計 69 67 2
教 育 部 門 18 18

小計 87 85 2

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水 道 部 門 4 4
下水道部門 4 4
その他部門 5 5

小　計 13 13

合　計 100 98 2
［123］ ［123］ ［－］

（注） １　職員数は、一般職に属する職員数（教育長含む。）である。
 ２　［　］内は、条例定数の合計である。

表１　職員の構成（部門別）

区分 内　　　容

期末手当・
勤 勉 手 当

期末手当2.55月分
勤勉手当1.40月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
◦役職加算5 ～ 15％

扶 養 手 当

配偶者13,000円
配偶者以外 6,500円
１人（配偶者なし）11,000円
特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度
末）の子の加算5,000円

住 居 手 当

(借家等職員)
家賃月額が20,500円以下
◦月額－9,500円を支給
家賃月額が20,501円以上
◦月額－20,500円÷2+11,000円を支給
(上限額27,000円)

通 勤 手 当

(交通機関利用者)
運賃等相当額が61,000円以下
◦運賃等相当額を支給
運賃等相当額が61,001円以上
◦相当額－61,000円÷2+61,000円を支
給
(上限額なし)
(自動車等利用者)
2㎞～ 80㎞2,200円～ 43,100円
(上限額43,100円)

管理職手当
支給額
◦課長×7％
◦主幹×6％

退 職 手 当

（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.5月分 30.55月分
勤続25年 33.5月分 41.34月分
勤続35年 47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2％～ 20％加算）

職務手当の内容

 職員の福利及び利益の保護の状況

区　分 受診者数

定期健康診査 69人

人間ドック 22人

 表３－５　勤務時間の状況等

１週間の
勤務時間

勤務時間の割り振り
始業 終業 休憩時間 週休日

38時間45分 8:30 17:15 12：00 ～ 13：00
土曜日
及び

日曜日

 表３－６　年次有給休暇取得等

総付与日数
A

総取得日数
　B

全対象
職員数
　C

平均
取得率
　B/C

消化率B/A

3,747日 847日 96人 8.8日 22.6%


